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5 期に分け、Ⅰ失見当期（発生からおよそ 10 時間経過まで）・Ⅱ被災地社会の成立期














年）、平成 17 年台風 14 号による宮崎県内水害（2005 年）、新潟県中越地震災害（2004


























































（ 問 題 提 起 ）
（ 先 行 研 究 の 整 理 ）
（先行研究解題による実践構造の提示） （先行研究解題からの理論課題の整理） 
（ 調 査 課 題 の 設 定 ）




























































































































































































































































後 1 年 3 ヶ月経過した平成 24 年 6 月の調査では、「今後、介護が必要な状態になる可





















































 表 1－1 震災時に想定される被災者ニーズの時系列変化（例示） 
 



















































































































































































































定期的に生活復興調査を実施してきたがvi、表 1－2 は、震災後 10 年目にあたる 2004
年に実施された調査の結果である。 
 














































































































                                                                                                                                                  



















































































































































































































































 災害発生直後の救助・救援の時期における医療領域では、「DMAT（Disaster Medical 
Assistance Team、災害派遣医療チーム）」 iiiと呼ばれる専門職チームによる実践が代
表的である。最近では、DMAT の「福祉版である DCAT（災害派遣福祉チーム）の体
制を構築する必要性」（高橋 2013：137）（注：DCAT は Disaster Care Assistance Team）


































































































































































































































































































































図 2－1 社会福祉学における研究対象と研究者との関係モデル  

















































                                                  
i 正式名称は、「特定非営利活動法人遠野まごころネット」で、震災約半年後の平成










































































































































　　         　“　　　　　”　：概念










































                      ：結果となった方向
　図を説明するのに必要と思われた概念















































































































































































































そ 5 年の間に、約 230 件の孤独死が発生したとされている。神戸市内の仮設住宅と復
興公営住宅における孤独死の実態と生活環境に関する調査によれば、孤独死者の性別
















































































年 2 月末までのおよそ 4 年間を大きく二つの時期に分け、支援の主目的と実際の活動









表 3－1 災害後の時期区分による生活支援相談員の支援活動 
生活支援期 
2005 年１月～2007 年 9 月 
生活支援期・地域復興再生期 


































































福島県において、震災後 4～5 ヶ月ほど経過した 2011 年 7 月頃からであった。そして、
震災後およそ 1 年経過時の生活支援相談員の配置状況は表 3－2 のようになっており、
─ 47 ─
新潟県中越地震災害時の約 30 人に比すと、かなりの数にのぼっている。 
 
表 3－2 被災 3 県における生活支援相談員の配置状況 
 
（平成 24 年 3 月 1 日現在）            単位：人 
 配置 
市町村数 
市町村 県 合計 
岩手県 16 170 17 187 
宮城県 15 191 13 204 
福島県 30 171 5 176 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  
i この調査は、平成 18 年度独立行政法人福祉医療機構（長寿社会福祉基金）助成事業
による研究事業（事業実施主体は特定非営利活動法人日本地域福祉研究所）により、
新潟県中越地震災害のおよそ 1 年半後から 2 年後の間に実施され、事業報告として


























































































るに至った契機は、社会福祉法制定（2000 年） iiの前年 1999 年 4 月に、厚生労働省
（当時は厚生省）から発表された「社会福祉基礎構造改革について（社会福祉事業法



















































































































































































































































審議会 2002）、実際に 2004 年から大阪府事業viiiとして養成および配置を行ってきた。
このような人材配置は、大阪府のみにとどまらず、2008 年からは厚生労働省のモデル




















































































































































図 4－1 在宅福祉サービス提供の構造 











































































フォーマルサポートへの   アプローチ 
 
 





























フォーマルサポートへの   
アプローチ 
 
⑨ ニーズ対応・サービス開発  
⑩ アドミストレーション 
④ サポート関係の維持・回復・開発 
インフォーマルサポートへの   
アプローチ 
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ii 社会福祉法は 2000 年 5 月に社会福祉事業法（1951 年制定）から名称を改正し、同
年 6 月に施行された。社会福祉法に関する抜本的な法改正は、1997 年から中央社
会福祉審議会社会福祉構造改革分科会で具体的な議論がなされ、2000 年 12 月まで
に、社会福祉事業法、知的障害者福祉法、児童福祉法、民生委員法、生活保護法な
どの改正が続いた。一連の構造改革は、1989 年の高齢者保健福祉推進十か年戦略（通














るが、金子はホリスの理論研究の系譜を第 1 期から第 5 期までに分けて考察してい
る中で、第 2 期（1964 年）において「環境の中の人」の概念が生まれ、1972 年代
以降の第 4 期より「これまでは『直接処遇』に目を向けられてきた」が、「『間接処
遇』への関心が高まり」、間接処遇における「ケースワーカーの役割として 6 つ、



































図る」事業を進めてきた。CSW は、平成 20 年度末では、府内 39 市町村の 142 箇
所に配置されている。その後、平成 21 年度より市町村がこの事業を受け継ぎ、平







































































年 5 月 1 日に発表した資料によると、2,479 名（平成 22 年国勢調査結果から算出した
死亡率は 1.54%と宮城県内では 5 番目に高い）であった（国土交通省 2011）。下表は、
平成 25 年 9 月末現在における市内地区別の被災者数である。行方不明者数の多さや
災害関連死 iの増加が特徴的といえる。 
 
表 5－1 石巻市における震災による死者数及び行方不明者数 
平成 25 年 9 月末現在 











本庁 2,204 185 213
河北 400 13 44
雄勝 153 14 74
河南 12 9 5
桃生 6 2 1
北上 192 7 69
牡鹿 74 12 33















































 仮設住宅団地の規模についてだが、市内 10 エリア（表 5－1 の地区名のうち本庁地
区を 4 分割して合計 10 エリアで、平成 25 年 4 月現在計 134 団地がある）に団地が建
てられ、ひとつのエリアにある団地数は 4 から 27 までと幅広い。平成 25 年 3 月 1 日
時点での団地ごとの自治会加入済み及び地元自治会編入済みの団地は、全団地の 85%
─ 79 ─

































































住宅支援事業概要である。平成 25 年 4 月からの計画として、災害復興支援対策課さ
さえあい総括センター（以下、センター）という部署に CSC を市内 10 エリアに 1 名
ずつ、また、CSC へのアドバイスを行う役割の地域福祉アドバイザー（以下、アドバ
イザー）を 4 名配置することとした。仮設住宅団地のあるエリアに対応して住民支援



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































以下に記述した CSC の業務の概要や業務開始間もない頃の状況は、CSC への参与
観察的な関わりおよびインタビューによる調査での記録の一部をもとにしているが、
調査概要については、次節で詳述する。 

















 アドバイザーとして配置された 4 名には福祉領域や医療・保健領域での実践経験が







































約 7 ヶ月後に、「新年度（平成 25 年 4 月）より、CSC 配置が実現することになった」
という連絡を頂戴したので、参与観察的な関わりおよびインタビューによる調査の実
施を申し出たところ、社協より承諾を得たものである。 
平成 25 年 4 月より 9 月まで、日数としては毎月平均 2 日から 4 日（一ヶ月の訪問










理審査申請を行い、平成 25 年 7 月 25 日に承認（受付番号 13－0302）を得たうえで、
















 CSC の定員は、担当エリアが 10 地区あるため、本来は 10 名であるが、インタビュ
ー実施時に業務をしていた CSC は 8 名（2 名欠員で配置されていた状態）であった。
8 名個々人に対して会議室や控え室等の個室における対面式のインタビューを行い、
一回あたりのインタビュー時間は 56 分から 81 分であった。CSC には、事前訪問時に
調査にかかる説明文書を手渡しし、同意書を交わした。 
 CSC へのインタビューは、半構造化した形式での聞き取りにて進め、会話の内容を










































































 本項では、インタビュー対象となった 8 名の、実践の過程における意識の変化を追
















表 5－3 業務開始 1 ヶ月後の CSC の声  
 













らなくなってきた。だから、実例や成功例を知りたい（B-1）            





現場のいろいろな関係者と関わることが多くなって葛藤もある（C-1）       
今の自分で何ができるのか模索中。地域の資源がもっと活用できればいいと思うよう





















F  7 月 1 日
入職のた
め 


























 そのような中で、CSC は、4 月初めから受けた様々な研修等での学びから、現状況
の把握をしながら、まずは、他専門職や地域住民を理解することが必要であると考え、
そのような人たちと関係性を構築していくことから始めるというスタンスで臨んでい







 次に、平成 25 年 9 月初旬におけるインタビューにおいて、CSC が語った自分自身
の変化やその時点の気持ちを表 5－4 に示す。これは、CSC 業務に携わり始めてから
約 5 ヶ月後に、特に 4 月のスタート時点に比べて変化したと意識している自身や感情
などについて、インタビューの中で客観的に語ったと考えられる部分を抽出したもの
である。以下、図表以外での本文中での「  」は、インタビューにおける CSC の
発言や具体的な語りを示している。また、表左側の発言者 A から H は、表 5－3 の業




表 5－4  業務開始 5 ヶ月後の CSC の語りによる自分の変化 
 










ニーズに供給することが福祉だと思っていたが、それだけではないことが分かった（B-3）    
社協や地域福祉について分からなくなった時に、アドバイザーさんに「分からなくなったら、社会











































































も、地域性が CSC の実践に影響を与えていることが明らかになっている。 
 ここで、市内の仮設住宅がある 10 のエリアの地域特性を、参考までに以下の表 5
－5 にて示す。表では、CSC8 名の発言等から担当エリアにおける個人名が特定され































































 表 5－6 は、コーディングによって導かれた CSC による住民への働きかけに関する
要素の一覧である。さらに、要素として抽出されたコードとカテゴリーとの関係を構





































焦 点 的 
コ ー デ ィ ン
グ に よ り 抽
出 さ れ た 

































定 性 的 
コ ー デ ィ ン
グ に よ り 抽
出 さ れ た 
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C S C 
─ 94 ─
表 5－7 ＣＳＣの実践による個別支援と地域支援 
 



































































































































































































































 表 5－7 で示したそれぞれの CSC が“個別支援と地域支援の関係をどう捉えている
か”というカテゴリーと、表 5－5 の地域特性の間には、何かしらの相関性があるのだ
ろうか。或いは、支援方法の特徴を類型化することが可能なのであろうか。 








市内 10 エリアを担当する 8 名の CSC 個人に関する情報が特定されてしまわないよ
う留意し、なるべく抽象的に記述した内容を CSC にフィードバックしたうえで、以
下表 5－8 に示した。 
  







































































































 次に、コミュニティソーシャルワークモデルと CSC の実践を照らし合わせみる。 
 
図 4－2（p68）を再掲、コミュニティソーシャルワーク機能の関係図 
フォーマルサポートへの   アプローチ 
 
 
























④ サポート関係の維持・回復・開発  
インフォーマルサポートへの   
アプローチ 
個別課題への    
アプローチ 
①  個別ニーズ把握 
②  個別アセスメント 
③  相談助言・制度活用 
支援 
⑤  地域生活支援計画 
作成・実施・ 
モニタリング 
地域課題への   
アプローチ 
①  地域ニーズ把握 
②  地域アセスメント















 CSC へのインタビューにおいては、3 名から、今後の支援に関する組織的運営への
意見（特にアドミニストレーションについての意見）が語られていた。しかし、大多







































         






























う課題を抱えての実践であったことが、4 月末時点での CSC の声やインタビューでの
語りからも理解できた。 
 ここでは、特に自分たちの役割と機能を語った部分に着目して、発言内容を“CSC





表 5－9  CSC の強み・視点・他専門職との関係 
 

























































































る特徴として「8 名の CSC が同じ場所から地域に出て行かれること」があがったが、
これに似た内容の発言は複数名からあった。 
小地域単位で実践する福祉活動の重要性については、以前より地域福祉実践の領域















































 分析方法は修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（Modified Grounded 
Theory Approach，以下、M－GTA）を用いた。M－GTA は、木下により、オリジナ












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































べた CSC もいた。 

















 本インタビューにおける CSC8 名の中でも、自身が所属する社協という組織への思
















一方、CSC としての【機能の認識】もふまえて、『CSC のような職種なり CSC が
行うことの働きなどを、管理したりうまく動かしていくような組織の存在は重要だと
























































































ii 朝日新聞の調べによると、震災後約 9 ヶ月後の被災 3 県における自治会組織率の平 
均は 62%で、宮城県全体では 51%、石巻市では 36%であった。石巻市では当初、
被災前の行政区ごとに仮設住宅団地を割り当てることを検討したが、住民の「場所
を自由に選びたい」という要望が強かったため見送った（朝日新聞 2012 年 11 月
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